























































































































④ 差押の一部解除処分（平成15年 1 月、 8 月）
　上記の滞納税額一部納付により超過差押が生じるという理由で、平成15
年 1 月31日と同年 8月26日に平成 2年12月の最初の差押えの一部解除処分
がなされて、 2筆（山林、田）が差押財産の対象から除外されることにな
った。






⑥ 差押財産の第一回目、二回目の換価処分（平成22年 9 月、23年 2 月）




⑦ 追加差押（平成23年 6 月）
　上記の換価処分の結果、いまだ滞納税額に充当するに足りないとして、
平成23年 6 月 7 日に、平成15年の差押解除処分で差押財産から除外された
2筆の財産と、これまで差押財産とされてこなかった 3筆（地目は畑、宅
地、旅館）が新たに差押財産の対象とされる所となった（追加差押え）。こ


































促によって、徴収権の消滅時効の中断（地方税法18条の 2第 1 項 2 号）とい
う効果が生じるとともに、滞納処分における差押えをなすための前提要件



















8　　早法 92 巻 4 号（2017）



















































年 6 月13日制定、徴徴 3 ─ 9 、徴管 3 ─37）の第 1 章「換価に当たっての基
本的な考え方」には、次のような前文が置かれている（地方公共団体の換























































は、前述の換価事務提要第 1 章の 3 が示しているように、「差押財産の換










































































































































































法的に位置づけるならば地方税法20条の 6 による第三者納付（ 1項「地方
団体の徴収金は、その納税者又は特別徴収義務者のために第三者が納付し、又





































































































































































































（ハ）　大阪地裁平成 2 年 1 月24日判決









































































償が求められた事件で、最高裁平成 5 年 3 月11日判決（民集47巻 4 号2863
頁）は、税務署長のする所得税の更正は、所得金額の過大認定から直ちに



















































































19条の 7 第 1 項は、「審査請求は、その目的となつた処分に係る地方団体の徴収金の
賦課又は徴収の続行を妨げない。ただし、その地方団体の徴収金の徴収のために差し
押さえた財産の滞納処分（その例による処分を含む。以下この条において同じ。）に
よる換価は、その財産の価額が著しく減少するおそれがあるとき、又は審査請求をし
た者から別段の申出があるときを除き、その審査請求に対する裁決があるまで、する
ことができない。」と定める。
（ 4）　「不服申立てに対する決定または裁決があるまで」という条文も、平成28年改正
により、現行では「その審査請求に対する裁決があるまで」と改正されている。
（ 5）　この判決の評価については、西津政信「申請に対する応答の留保（ 2）」（別冊ジ
ュリスト・行政判例百選①［第 6版］、2012年）266頁以下等参照。
（ 6）　橋詰均「行政庁の行為と信義誠実の原則」（新裁判実務体系『行政争訟』2004年
所収）62頁。
（ 7）　昭和62年最判の 4要件の右一の「公的見解の表明」の意義につての検討について
は、拙稿「租税法における信義則」（『税務事例・戦後重要租税判例の再検証』2003
年）40頁以下参照。
（ 8）　国税と地方税にかかわる税務行政組織を統合しようとすると「歳入庁構想」は、
地方税の滞納処分を国税庁職員によっておこなうことを、主要な目的の一つとしてい
る。）
